
Ⅰ．はじめに

　太平洋の西縁には、太平洋プレート、フィリ

ピン海プレート、ユーラシアプレート、インド

・オーストラリアプレートの会合に伴う変動帯

がある（以下、太平洋西縁変動帯と呼ぶ）。変

動帯のような地殻変動が盛んなところに、扇状

地は数多く分布する（阪口 １９７１）。面積２km2

以上、平均勾配２‰以上の扇状地（以下、この

規模・勾配の扇状地を「扇状地」とする）をも

つ河川は、太平洋西縁変動帯に位置する日本に

４９０、台湾に７１、フィリピンに１２９、ニュージーラ

ンドに１４１ある（Saito １９９９、Saito and Oguchi 

２００５、斉藤 ２００６、２００７）。このように扇状地は

数多く認められるが、どこにでもあるわけでは

ない。

　日本では、集水域面積２００km2以上の２９４流域

のなかで２４％の７２流域で扇状地が形成されてい

る。この扇状地の存否に対して、１１因子（集水

域面積、山間盆地の面積、起伏比、集水域地質、

火山の有無、気候条件、渓口距離、堆積場、基

盤地質、隆起量、活断層の有無）のなかでは、

起伏比と隆起量が大きく関わっていることが明

らかになっている（斉藤 １９８４a）。ただし、扇

状地の存否に大きく関わる因子であっても、そ

の因子のなかで大きく関わるカテゴリーに含ま

れる（言いかえれば、その条件をもつ）流域が

少なければ、扇状地の分布に大きく関わってい

る因子とはいえない。そのようなことから、斉

藤（２００６）は、前者を存在条件、後者を分布条

件と区別して議論している。カテゴリーに含ま

れる流域数も踏まえての扇状地の分布に大きく

関わる因子は、堆積場、気候条件、起伏比、隆

起量の順であった（斉藤 １９８４a）。

　台湾では、集水域面積１００km2以上の５０流域

のなかで扇状地をもつのは５８％の２９流域である。

５因子（集水域面積、山間盆地の面積、起伏比、

高度分散量、堆積場）のなかで、扇状地の存否

には堆積場、高度分散量、起伏比の順に、扇状

地の分布には堆積場、高度分散量、起伏比の順

に大きく関与している（斉藤 １９８９）。

　フィリピンの集水域面積１００km2以上の２６６流

域では、１２％の３２流域が扇状地を形成している。

８因子（集水域面積、山間盆地の面積、起伏比、

集水域地質、火山の有無、気候条件、堆積場、

断層の有無）のなかで、扇状地の存否には集水

域地質、断層の有無、起伏比の順に、扇状地の

分布には集水域地質、堆積場、断層の有無の順

に大きく関与している（斉藤 １９９６）。

　ニュージーランドの集水域面積１００km2以上

の２６２流域では１３％の３５流域が扇状地をもつ。

９因子（集水域面積、山間盆地の面積、起伏比、

火山の有無、気候条件、堆積場、隆起量、活断

層の有無）のなかで、扇状地の存否には堆積場、

隆起量、起伏比の順に、扇状地の分布には堆積

場、隆起量、気候条件の順に大きく関与してい
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る（斉藤 ２００９）。

　以上のように、太平洋西縁変動帯にある日本、

台湾、フィリピン、ニュージーランドにおける

扇状地の存否には起伏比が、扇状地の分布には

堆積場が共通して大きく関与している。ただし、

対象流域の規模、また取り上げた因子の数や定

義が必ずしも同じではない。さらに、取り上げ

た地域ではそれぞれ類似の気候条件となってい

るため、扇状地の存否・分布に対する気候条件

の関与の度合は小さくなる。そのようなことか

ら、対象流域の規模と取り上げる因子を共通に

して、日本、台湾、フィリピン、ニュージーラ

ンドにおける扇状地の存否・分布を大きく左右

している因子を明らかにすることを、本論文の

目的とする。

Ⅱ．方　法

１．対象流域

　日本のみ、集水域面積２００km2以上の流域が

対象流域となっているので（斉藤 １９８４a）、こ

れを集水域面積１００km2以上の流域として、対

象流域の規模を共通にした。日本では対象流域

が４７４となり、そのなかで２６％の１２３流域で扇状

地が形成されている。台湾では５０流域のうち

５８％の２９流域、フィリピンでは２６６流域のうち

１２％の３２流域、ニュージーランドでは２６２流域

のうち１３％の３５流域が扇状地をもつ。これらの

合計１,０５２流域を対象流域とした（Fig. １）。対

象流域全体のなかで扇状地をもつ流域は２１％の

２１９流域である。

２．取り上げた因子

　日本の集水域面積２００km2以上の流域の扇状

地の存否・分布について、斉藤（１９８４a）は１１

因子で説明を試みたが、それらの因子のなかで

渓口距離と基盤地質では関与の度合が小さかっ

た。このため、これらの２因子以外の９因子

（集水域面積、山間盆地の面積、起伏比、集水

域地質、火山の有無、気候条件、堆積場、起伏

量（隆起量の代替変数）、断層の有無）を取り

上げて分析した（Table １）。

３．各因子の定義とデータ

　集水域面積は渓口（谷口）より上流流域の面

積である。山間盆地の面積は、集水域のなかに
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Table １　Classification of factors and categories

Category
Factor

7654321

 3,982～1,585～3,981631～1,584252～630100～251
Drainage basin 
area（km2）

Ⅰ

 1000～100～99910～990～9
Intermontane 
basin area（km2）

Ⅱ

 100～　　63.1～10039.9～63.025.2～39.815.9～25.10～15.8
Relief ratio

（‰）
Ⅲ

mixed type
Metamorphic 

rocks
Plutonic 
rocks

Volcanic 
rocks

pre-Neogene 
sedimentary r.

Neogene 
sedimentary r.

Geology of 
drainage basin

Ⅳ

existenceabsence
Existence of 
volcano

Ⅴ

New 
Zealand

East 
Philippines

West 
Philippines

Taiwan
West 
Japan

Northeast and 
Central Japan

HokkaidoClimatic typeⅥ

BasinPlainBayOcean
Sedimentary 
environment

Ⅶ

 2200～1400～21990～1399
Relative relief

（m）
Ⅷ

existenceabsence
Existence of 
fault

Ⅸ
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Fig. １　Distribution of valley mouths of rivers with drainage basin area over １００km2 in Japan, Taiwan, the 
Philippines and New Zealand in west circum-Pacific mobile belt



山間盆地や湖がある場合、その盆地や湖の合計

面積とした。Schumm（１９５６）の定義による起

伏比は、集水域内の最高点と最低点との標高差

を流域最大辺長で割った値である。これらの変

数の値は、日本の扇状地では斉藤（１９８４b）の

Appendix１・２に、台湾では斉藤（１９８９）の

Table １に、フィリピンでは斉藤（１９９４）の表

Ⅰ－２－１に、ニュージーランドでは斉藤

（２００７）のTable １に掲載している。

　集水域地質については、新第三紀堆積岩、先

新第三紀堆積岩、火山岩、深成岩、変成岩に区

分し、集水域内で最大の面積を占める地質とし

た。ただし、集水域の３分の１以上を占める地

質が無い場合には、混在型とした。日本では、

「礫岩・砂岩・泥岩互層」、砂岩、泥岩、「チャ

ート・石灰岩・輝緑凝灰岩」、凝灰岩、集塊岩、

火山岩、深成岩、変成岩、混在型にカテゴリー

区分していた（斉藤 １９８４b）。凝灰岩と集塊岩

については、他の地域との整合性を考え、火山

岩に含めた。「礫岩・砂岩・泥岩互層」、砂岩、

泥岩、「チャート・石灰岩・輝緑凝灰岩」につい

ては、新第三紀堆積岩か先新第三紀堆積岩か、

『日本列島の地質』（日本列島の地質編集委員

会 １９９６）を用いて読み取った。台湾の地質に

ついては、『台湾地質図』（経済部中央地質調査

所 １９８６）を用いて読み取った。フィリピンで

は、第三紀堆積岩、凝灰岩、火山岩、深成岩、

変成岩にカテゴリー区分していた（斉藤 １９９６）。

『フ ィ リ ピ ン 地 質 図』（Bureau of Mines and 

Geo-Sciences １９８２）を用いて新たに読み取った。

ニュージーランドでは、新生代堆積岩類、中生

代堆積岩類、古生代堆積岩類、火山岩類、深成

岩類、変成岩類、混在型に区分した（斉藤 

２００９）。新生代堆積岩類を新第三紀堆積岩と古

第三紀堆積岩とに区分し直した。古第三紀堆積

岩については、中生代堆積岩類と古生代堆積岩

類とを合わせて先新第三紀堆積岩とした。

　火山の有無については、集水域内に第四紀後

半の火山体があるかどうかで、判定した。日本

では、第四紀前半に活動した大カルデラ火山に

ついても含めていたが（斉藤 １９８４a）、火山活

動の影響が集水域地質「火山岩」と重なるので、

これを除外した。また、単成火山については、

扇状地形成への影響力が小さいので、斉藤

（１９８４a）と同様、対象としなかった。台湾につい

ては、すべての流域で無しとした。フィリピン

では『フィリピン地質図』（Bureau of Mines 

and Geo-Science １９８２）を用いて、ニュージー

ランドでは『ニュージーランド地質図』（NZ 

Geological Survey １９７２a, b）を用いて、第四紀

後半の火山体の有無を確認した（斉藤 １９９４の

表Ⅰ－２－１、斉藤 ２００７のTable １）。

　気候条件については、北海道（正確には北海

道胴体部）、東北・中央日本、西日本、台湾、

フィリピン東部、フィリピン西部、ニュージー

ランドの７カテゴリーに区分した。これまでの

研究では、日本で４区分（斉藤 １９８４a）、フィ

リピンで４区分（斉藤 １９９６）、ニュージーラン

ドで２区分（斉藤 ２００９）としてきたが、台湾

も含めると１１区分となり、他の因子のカテゴリ

ー数にくらべ多すぎる。この問題の解消のため、

東北・中央日本の太平洋側と日本海側とを合わ

せ東北・中央日本とし、フィリピンの西側と同

中西部とを合わせフィリピン西部、フィリピン

の東側と同中東部とを合わせフィリピン東部と

し、ニュージーランドの北島と南島とを合わせ

ニュージーランド１つの気候区にした。

　堆積場については、外海、内湾、平野、盆地

に区分した。外海・内湾と平野との区分につい

ては、谷口が海岸線より１０km未満では外海・

内湾とし、１０km以上では平野とした。

　起伏量（隆起量の代替変数）は、集水域内の

最高点と最低点（谷口）との標高差とした。隆

起量を求める指標として、日本では第四紀地殻

変動量が知られている（第四紀地殻変動研究グ

ループ １９６８）。ニュージーランドでは、第四紀

後期の隆起速度が知られている（太田 １９８９、

１９９０など）。両者の定義が異なることやフィリ

ピンでは隆起量が求められていないことなどか

ら、隆起量を反映している起伏量を代替変数と
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して用いることとした。日本の扇状地の存在条

件・分 布 条 件 を 明 ら か に す る た め、斉 藤

（１９８４a）は、隆起量を集水域内の第四紀地殻変

動量の最大値と谷口のその値の差とした。日本

においてこの隆起量と起伏量との間には正の相

関関係がある（Fig. ２）。この隆起量は２５０m単

位でしか読み取れないことや、起伏量の大きい

ところが火山であり実際の隆起量を読み取って

いないことがあることなどから、隆起量２５０m

毎の起伏量の平均値を求め（Fig. ２の●）、そ

の起伏量の平均値（x）と隆起量（y）との回

帰式を求めた（y = ０.６１３x－３７６）。日本では、

隆起量を５００m未満、５００～１０００m、１０００m以上

の３カテゴリーに区分して扇状地の分布を議論

した（斉藤 １９８４a）。この５００m、１０００mの隆起

量に相当する回帰式の起伏量の値は、１４３０mと

２２４０mである。隆起量と対応させるため、起伏

量のカテゴリーを、１４００m未満、１４００～２２００m、

２２００m以上の３つに区分した。なお、斉藤

（１９８４a）は、それぞれ独立した因子を想定し、

起伏量（起伏）と集水域面積とが相関関係があ

るので取り上げないとしたが、相関関係がある

因子でもそれを考慮した判別分析が可能なので、

ここでは取り上げることにした。

　断層の有無については、断層が谷口付近を通

っているかどうかで判断した。「断層あり」に

ついて、日本では活断層の確実度で２区分（斉

藤 １９８４a）、ニュージーランドでは、活断層の

変位速度で３区分としたが（斉藤 ２００９）、台湾

・フィリピンでは必ずしも判明していないので

１区分とした。

４．判別分析法

　９因子について、ある条件（カテゴリー）が

同じであれば、扇状地の存在に対して、同一の

関与の度合を示すと仮定して、現実の扇状地の

存否を定量的に説明する方法に判別分析法があ

る。条件をそろえるためにカテゴリー数を多く

しすぎると、カテゴリーに含まれるサンプル数

が少なくなり、関与の度合を求めても、その値

に信頼がおけないカテゴリーとなる。このこと

を考慮にいれて、集水域面積については、対数

変換した値（単位km2）を０.４きざみで区分した

（Table １）。山間盆地の面積については、対数

変換した値（単位km2）を１きざみで区分した。

面積１０km2未満の山間盆地では扇状地の存在に

対する影響の度合が小さいと考え、そのような

山間盆地をもつ流域を、山間盆地をもたない流

域と同じカテゴリーに含めた。面積１０００km2以

上の山間盆地については一括した。起伏比につ

いては、対数変換した値（単位‰）を０.２きざ

みで区分し、１５.９‰未満を同一カテゴリーとし

た。起伏量（隆起量）については、前述のよう

に１４００mと２２００mで区分した。

　扇状地をもつ２１９流域および扇状地をもたな

い８３３流域のそれぞれについて、９因子のどの
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Fig. ２　Relationships between relative relief and vertical displacement during the Quaternary in Japan



カテゴリーに属するのか、読み取った（Table 

２）。堆積場が「外海」（Ⅶ・１）の流域につい

ては、扇状地をもつ流域が１８カ所、扇状地をも

たない流域が２７４カ所あり、扇状地をもつ流域

の割合は６.２％（＝１８/２９２）となっている。集水

域面積１００km2以上の流域全体では、扇状地を

もつ流域の割合が２０.８％（＝２１９/１０５２）なので、

堆積場が「外海」のカテゴリーは、扇状地の存

在にとってふつう都合の悪いカテゴリーとなる。

このようなカテゴリーには一般に小さな値を与

え、扇状地をもつ流域の割合の高いカテゴリー

に大きな値を与えて、扇状地をもつ流域のグル

ープと扇状地をもたない流域のグループとをで

きる限り離れた状態にすると、扇状地をもつの

かもたないのかの説明がよりよくなる。カテゴ

リーに値を与えるに際して、数量化Ⅱ類（目的

変数も分類データの場合に用いる手法）を用い

た。因子（説明変数）間にも相関関係があるの

で、その影響を除いた値を求めた。強い相関関

係がある場合、扇状地が形成される割合が高い

カテゴリーでも小さな値になることがある。

　数量化Ⅱ類で与えられたカテゴリーの値（因

子内カテゴリーの重み）を用いて、扇状地をも

つ流域のグループと扇状地をもたない流域のグ

ループとを最も離れた状態にする判別関数を求

める判別分析法を施した。因子についても、扇

状地の存否に大きくかかわる因子と、そうでも

ない因子がある。それを表現するのが、各因子

の単位当たりの関与の度合「因子の重み」（判

別係数）である。扇状地をもつ流域のグループ

と扇状地をもたない流域のグループとは、取り

上げた９因子によって、９次元空間の密度分布

をしている。この密度分布上で、「因子の重み」

となる軸の長さを決定することによって、両グ

ループを最も離れた状態にすることができる。

Ⅲ．結　果

１．扇状地の存否を決定する因子

１）扇状地の存否を決定する因子

　「因子の重み」と「因子内カテゴリーの重

み」との積を、３９個の全カテゴリーの重み「総

体的カテゴリーの重み」として、Fig. ３の縦軸

に、ま た、全 流 域 の 扇 状 地 を も つ 割 合

（２０.８％）に対する、各カテゴリーにおける扇

状地をもつ流域の割合の比を横軸に描いた。

　扇状地をもつ流域の割合が高いカテゴリーに

は、一般に大きな値が与えられるので、各因子

において一般に右肩上がりのグラフになる。起

伏比（Ⅲ）や気候条件（Ⅵ）のように、必ずし

もそのようになっていない因子がある。それは、

他の因子・条件との相関関係があり、その影響

量を除いた結果、扇状地をもつ流域の割合が高

いカテゴリー（Ⅲ・６とⅥ・４）にもかかわら

ず、それほど大きな値が与えられていないため

である。

  扇状地の存在に有利な（グラフの上方に位置

する）カテゴリーは、「起伏量（隆起量）２２００m

以上（Ⅷ・３）」＞「気候条件；東北・中央日本

─ ９０ ─

Table ２   Total of drainage basins for each category

The upper row of each factor shows the number of 

drainage basins where fans exist, and the low one 

shows that of drainage basins where fans are absent. 

Roman and Arabic numerals are common to those in 

Table １.

Category
Factor

７６５４３２１
４１２３１６８１０４

Ⅰ
２３５１１０６２３８４１５

１１２１４１９２
Ⅱ

１１５０５０７２２
４１７１６８３３６０

Ⅲ
４７１５２２６３２１２１１７４２
５２２６２３４３５６１９

Ⅳ
１５８７７６８１７５１８３１７２

６５１５４
Ⅴ

１３０７０３
３５１０２２２９２０８４１９

Ⅵ
２２７１２０１１４２１１３８１４１７２

６０１１９２２１８
Ⅶ

１２６２２６２０７２７４
７１１０２４６

Ⅷ
８１２８６４６６

１１１１０８
Ⅸ

２００６３３



（Ⅵ・２）」＞「気候条件；台湾（Ⅵ・４）」＞

「堆積場；平野（Ⅶ・３）」＞「気候条件；北海

道（Ⅵ・１）」＞「断層有（Ⅸ・２）」＞「起伏

比６３.１～９９.９‰（Ⅲ・５）」＞「集水域地質；先

新第三紀堆積岩（Ⅳ・２）」の順であった。と

くに有利な条件は、２２００m以上の起伏量（隆起

量）、気候条件が東北・中央日本、台湾、北海

道であること、堆積場が平野であることとなっ

ている。

　一方、不利なカテゴリーは、「気候条件；フ

ィリピン東部（Ⅵ・６）」＜「気候条件；フィ

リピン西部（Ⅵ・５）」＜「堆積場；外海（Ⅶ・

１）」＜「盆地面積１００～１０００km2（Ⅱ・３）」＜

「盆地面積１０００km2以上（Ⅱ・４）」＜「堆積場

；内湾（Ⅶ・２）」＜「起伏量（隆起量）１４００m

未満（Ⅷ・１）」＜「気候条件；ニュージーラ

ンド（Ⅵ・７）」＜「起伏比０～１５.８‰（Ⅲ・

１）」＜「集水域面積３,９８１km2以上（Ⅰ・５）」

の順であった。とくに不利な条件は、気候条件

がフィリピン東部、同西部、ニュージーランド

であること、堆積場が外海・内湾であること、

面積１００km2以上の盆地があること、１４００m未

満の起伏量となっている。

　同じ因子のなかで、最も有利なカテゴリーと

最も不利なカテゴリーの値の差が大きいのは、

気候条件（Ⅵ）である。次いで、起伏量（Ⅷ）、

堆積場（Ⅶ）、起伏比（Ⅲ）、断層の有無（Ⅸ）、

山間盆地の面積（Ⅱ）の順となる。この順に扇

状地の存否を決定づけている。

２）各流域の判別状況

　扇状地の存否に対する各因子の関与の度合を

用いることによって、個々の流域の条件下にお

ける、扇状地をもつ流域となる平均的な確率を

算定することができる。すなわち、扇状地の存

在に対して有利な条件を多くもつ流域では、扇

状地をもつ流域となる確率が高く算定される。

実際に扇状地をもつ２１９流域のなかで、確率的

に０.５以上の値で扇状地をもつ流域と算定され

る流域数は１８０流域である。一方、扇状地をも

たない８３３流域のなかの６６２流域は、確率０.５以

上の値で扇状地をもたない流域と算定される。

このことは、９因子を用いた判別分析法により、

扇状地をもつ流域の８２.２％（＝１８０/２１９）が、扇

状地をもたない流域の７９.５％（＝６６２/８３３）が説

明されることを意味している。全体では、

８０.０％（＝８４２/１０５２）となっている。

　ちなみに、扇状地をもつ流域のなかで、最も

有利な条件をかかえて扇状地をもつと判定され

た流域は、起伏量（隆起量）が２２００m以上（Ⅷ

・３）、気候区が東北・中央日本（Ⅵ・２）、平

─ ９１ ─

Fig. ３   Generalized weights of categories for existence of a fan

Generaliezed weights mean relative degrees of influences of categories upon existence of a fan among all categories. 

The ratio is a divided value of the proportion of rivers with fans in each categories by the proportion (２０.８%) of 

rivers with fans in all. Roman and Arabic numerals show factors and categories respectively (See Table １)



野にあり（Ⅶ・３）、断層が存在し（Ⅸ・２）、

起伏比が６３.１～１００‰（Ⅲ・５）の関川流域（高

田平野）である。一方、扇状地をもたない流域

のなかで、最も不利な条件をかかえて扇状地を

もたないと判定された流域は、気候区がフィリ

ピン東部（Ⅵ・６）、外海にあり（Ⅶ・１）、起

伏量が１４００ m未満（Ⅷ・１）、集水域地質が新

第三紀堆積岩（Ⅳ・１）、断層がない（Ⅸ・１）、

集 水 域 面 積　６３１～１,５８４km2（Ⅰ・３）のTran 

Grande川流域（ミンダナオ島南西部）である。

２．扇状地の分布を決定する因子

　扇状地をもつ各流域において、個々の扇状地

の存在に最も大きく寄与していると考えられる、

総体的カテゴリーの重みの最も大きいカテゴリ

ーを集計した（Fig. ４の上側の黒塗り部分）。

起伏量（Ⅷ）や気候条件（Ⅵ）の頻度が高くな

っている。同様に、扇状地をもたない各流域に

おいて、総体的カテゴリーの重みの最も小さい

（マイナスの場合、絶対値の大きい）カテゴリ

ーを集計した（Fig. ４の下側の黒塗り部分）。

両者を合わせたとき（Fig. ４の黒塗り部分が長

いのは）、堆積場（Ⅶ）、気候条件（Ⅵ）、起伏

量（Ⅷ）、山間盆地の有無（Ⅱ）の順となって

いる。このような扇状地をもつ、あるいはもた

ない流域となるのに最も大きく寄与しているカ

テゴリーを数多くもつ因子は、言いかえれば、

扇状地の分布を大きく決定する因子といえる。

同様に第２位の因子や第３位の因子についても

集計した。ただし、総体的カテゴリーの重みの

絶対値が０.１未満のカテゴリーについては、関

与の度合が小さいとみなし、集計しなかった。

第２位の因子や第３位の因子を含めた場合には、

堆積場（Ⅶ）、気候条件（Ⅵ）、起伏量（Ⅷ）、

断層の有無（Ⅸ）の順となる。第１位のみの場

合とくらべて、堆積場、気候条件、起伏量（隆

起量）までは、順位が同じである。この順で、

扇状地の分布に関与しているといえる。

Ⅳ．考　察

１．各因子の機能

１）集水域面積

　集水域面積６３１km2未満の流域では扇状地形

成に有利であり（Fig. ３のⅠ・１、２）、集水

域面積６３１km2以上の流域では扇状地形成に不

利である（同図Ⅰ・３～５）。日本の集水域面

積２００km2以上の流域で検討した結果「集水域

─ ９２ ─

Fig. ４   Histograms to show the dominant factors for existence (above) or absence (below) of fans

Roman numerals are common to those in Table １.



面積２５２～１,５８４km2の流域で扇状地ができやす

く、集水域面積２００～２５１km2および１,５８５km2以

上で扇状地ができにくい」（斉藤１９８４a）とは、

若干異なっている。

　太平洋西縁変動帯（日本、台湾、フィリピン、

ニュージーランド）でも、集水域面積１００～

２５１km2の流域では、扇状地が形成される割合は

２０.０％（１０４/５１９）であり、全体の２０.８％（２１９/１０５２）

よりも若干低い。それにもかかわらず、扇状地

形成に有利な条件になっている（Fig. ３のⅠ・

１）。それは、扇状地形成に不利な条件である

「堆積場が外海・内湾」（Fig. ３のⅦ・１、２）

の割合が、全体では５０％（５２１/１０５２）なのに対

し、集水域面積　１００～２５１km2の流域では５６％

（２９１/５１９）となっているためである。すなわち、

扇状地が形成される割合が若干低い集水域面積

１００～２５１km2の流域では、土砂供給量が少ない

ために堆積場が外海・内湾にある流域が多く、

その効果を差し引くと、この規模の流域は有利

な条件であることを意味する。

　同様に、集水域面積６３１～１,５８４km2の流域で

は、扇状地が形成される割合は２２.６％（３１/１３７）

であり、全体の２０.８％（２１９/１０５２）よりも高い。

それにもかかわらず、扇状地形成に不利な条件

になっている（Fig. ３のⅠ・３）。それは、扇

状地形成に有利な条件である「堆積場が平野」

の流域（Fig. ３のⅦ・３）の割合が、全体では

３３％（３４５/１０５２）なのに対し、集水域面積６３１～

１,５８４km2の流域では３５％（４８/１３７）と若干高く

なっていることなどによる。すなわち、扇状地

が形成される割合の高い集水域面積６３１～

１,５８４km2の流域では、土砂供給量が多いために

堆積場が平野にある流域が多く、その効果など

を差し引くと、この規模の流域は不利な条件で

あることを意味する。

　日本での検討では（斉藤 １９８４a）、他因子

（カテゴリー）との関係を考慮していなかった。

したがって、日本の扇状地についても、他因子

との関係を考慮に入れた検討が求められる。

　なお、太平洋西縁変動帯では大きい集水域の

カテゴリーほど小さい値を示すので（Fig. ３の

Ⅰ・１～５）、大きい集水域ほど扇状地形成に

不利といえる。また、総体的カテゴリーの絶対

値の差（Fig. ３のⅠ・１とⅠ・５の差）が小さ

く、扇状地の存在を決定づけるものとはなって

いない。しかし、それは集水域面積１００km2以

上の流域を対象流域としているためで、集水域

面積が小さい流域も対象にすると、集水域面積

の扇状地の存在に対する関与の度合は大きくな

るものと思われる。

２）山間盆地の面積

　山間盆地がない、あるいは面積１００km2未満

の山間盆地では（Fig. ３のⅡ・１、２）、扇状

地形成に有利にも不利にもならない。一方、面

積１００km2以上の山間盆地をかかえることは

（Ⅱ・３、４）、扇状地形成に不利となる。山間

盆地がない場合の総体的カテゴリーの値（Ⅱ・

１）と面積１００km2未満の山間盆地の値（Ⅱ・

２）とがほぼ同じで、また面積１００～１０００km2

の山間盆地の値（Ⅱ・３）と面積１０００km2以上

の山間盆地の値（Ⅱ・４）とがほぼ同じことは、

扇状地の存否に対する効果が、山間盆地面積

１００km2で大きく変わることを示唆している。

　なお、日本、台湾、フィリピン、ニュージー

ランドにおいて、扇状地をもつ流域のなかで最

大の山間盆地をもつ流域は、ニュージーランド

南島のカンタベリー平野の南方に流出する

Waitaki川流域である。Tekapo湖・Pukaki湖を

かかえ、盆地などの合計は２,３７５km2である。日

本では長野盆地に扇状地を形成する犀川流域で

あり、山間盆地は松本盆地の５００km2となって

いる。

３）起伏比

　起伏比が６３.１‰以上の流域では扇状地形成に

有利であり（Fig. ３のⅢ・５、６）、６３.１‰未満

の流域では扇状地形成に不利である（Ⅲ・１～

４）。起 伏 比「６３.１～１００‰」（の Ⅲ・５）と

「１００‰以上」（Ⅲ・６）との間で総体的カテゴ

リーの値が逆転するものの、大きい起伏比のカ

テゴリーほど大きい値を示すので、起伏比が大

─ ９３ ─



きいほど扇状地形成に有利といえる。

４）集水域地質

　集水域地質が先新第三紀堆積岩や深成岩では、

扇状地形成に有利で（Fig. ３のⅣ・２、４）、

新第三紀堆積岩、火山岩、変成岩、混在型では、

扇状地形成に不利である（Ⅳ・１、３、５、

６ ）。先新第三紀堆積岩では新第三紀堆積岩に

くらべて、また、深成岩でも火山岩や変成岩に

くらべて、扇状地を構成する粗粒の岩屑の生産

が多く、扇状地形成に有利なものと思われる。

５）火山の有無

　火山があると扇状地形成に有利で（Fig. ３の

Ⅴ・２）、火山がないと扇状地形成に不利であ

る（Ⅴ・１）。火山がある流域では、粗粒の岩

屑の生産が多く、扇状地形成に有利なものと思

われる。ただし、総体的カテゴリーの絶対値の

差が小さく（Fig. ３のⅤ）、扇状地の存在を決

定づけるものではなく、また扇状地の分布に対

しても寄与の度合は小さい（Fig. ４のⅤ）。

６）気候条件

  気候区が東北・中央日本、台湾、北海道（正

確には北海道胴体部）では扇状地形成に有利で

（Fig. ３のⅥ・１、２、４）、フィリピン東部、

同西部、ニュージーランドでは扇状地形成に不

利である（Ⅵ・５～７）。熱帯のフィリピンで

は、化学的風化による細粒物質の生産が盛んな

ため、扇状地を構成する粗粒物質の供給が少な

く、扇状地形成に不利になっていると思われる。

西日本（Ⅵ・３）が東北・中央日本や北海道に

くらべ不利な条件となっているのは、氷期でも

集水域が周氷河地域にならなかったために、粗

粒物質の供給が少なかったためと思われる（斉

藤 １９８３、１９８８）。東北・中央日本が北海道にく

らべて特に有利な条件となっているのは、降水

量が多いため相対的に粗粒物質の供給が多くな

っているものと推測される（斉藤 １９８３、１９８８）。

ただし、北海道と同様の気候と思われるニュー

ジーランドにおいて、扇状地形成に不利になっ

ている理由は明らかではない。

　台湾では、扇状地の形成される割合は５８.０％

（２９/５０）であり、東北・中央日本の３７.５％（８４/２２４）

よりも高い。それは、扇状地形成に特に有利な

２２００m以上の起伏量（Fig. ３のⅧ・３）をもつ流

域が、東北・中央日本では１５％（３５/２２４）であ

るのに対し、台湾では６４％（３２/５０）となってい

て、その起伏量の効果が差し引かれているため

である。

　この気候条件は、総体的カテゴリーの絶対値

の差も大きく（Fig. ３のⅥ）、扇状地の有無に

対する頻度分布も堆積場についで大きい（Fig. 

４のⅥ）。日本のみ（斉藤 １９８４a）やフィリピ

ンのみ（斉藤 １９９６）を対象とした検討よりも、

寄与の度合が大きい。それは、気候条件が大き

く異なり、気候条件の影響が大きくなっためで

ある。

７）堆積場

　平野・盆地域では扇状地形成に有利で（Fig. 

３のⅦ・３、４）、外海・内湾域では扇状地形成

に不利である（Ⅶ・１、２）。平野と外海との

総体的カテゴリーの値の差が大きく、扇状地の

存否を最も大きく決定づける因子となっている

（Fig. ３のⅦ）。平野や外海のカテゴリーに含ま

れる流域も多く、扇状地の分布を最も決定づけ

る因子にもなっている（Fig. ４のⅦ）。

　平野域であるのか、外海・内湾域であるかに

ついても、土砂供給量が左右する場所では、扇

状地の存否・分布を決定づける因子が大きく関

与する。日本では、平野域であるのか、外海・

内湾域であるのかについて、扇状地形成に関わ

る１０因子（１１因子のなかから堆積場の１因子を

除いた）の判別分析法により、起伏比の関与の

度合が大きいことが明らかになっている（斉

藤 １９８４a）。太平洋西縁変動帯についても、８

因子（堆積場の１因子を除いた）の判別分析法

を用いて、同様に検討した。総体的カテゴリー

の絶対値の差が最も大きい因子は、集水域面積

であり、気候条件もほぼ同じ値であった。外海

・内湾域ではなく平野域となるのに都合の良い

カテゴリーは、集水域面積については、１,５８５

～３,９８０km2、６３１～１,５８４km2、２５２～６３０km2、
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３,９８１km2以上、１００～２５１km2の順となっている。

気候条件については、台湾、フィリピン西部、

フィリピン東部、ニュージーランド、北海道、

西日本、東北・中央日本の順となっている。集

水域面積については、３,９８１km2以上の流域で総

体的カテゴリーの値が小さいという例外がある

ものの、大きい集水域ほど、土砂供給量が多く、

平野域が形成されやすい傾向が認められる。し

かし、気候条件については、台湾やフィリピン

では平野域が形成されやすく、日本では平野域

が形成されにくい理由は考えにくく、気候条件

以外の因子がこれらの地域で平野域か外海・内

湾域であるのかを左右している可能性が高い。

また、扇状地の有無の判別が８０.０％であるのに

対し、平野域と外海・内湾域の判別は６６.４％で

あり、判別の度合も低い。平野域であるのか、

外海・内湾域であるのが何に左右されているの

かについては、今後の検討課題となっている。

８）起伏量（隆起量）

　起伏量が２２００m以上（日本では隆起量１０００m

以上に相当）の流域では扇状地形成に有利であ

り（Fig. ３のⅧ・３）、１４００m未満（日本では

隆起量５００m未満に相当）の流域では扇状地形

成に不利である（Ⅷ・１）。起伏量が２２００m以

上と１４００m未満の総体的カテゴリーの値の差が

大きく、扇状地の存否を大きく決定づける因子

となっている（Fig. ３のⅧ）。また、それらの

カテゴリーに含まれる流域も多く、堆積場、気

候条件についで扇状地の分布を決定づける重要

な因子となっている（Fig. ４のⅧ）。

９）断層の有無

　渓口（谷口）を断層が走らないことは、扇状

地形成に不利であるのに対し（Fig. ３のⅨ・

１）、断層が走ることは、扇状地形成に有利な

条件となっている（Ⅸ・２）。総体的カテゴリ

ーの値の差がやや大きく（Fig. ３のⅨ）、頻度

分布もやや多く（Fig. ４のⅨ）、扇状地の存否・

分布に対し大きく関わっているが、堆積場、気

候条件、起伏量（隆起量）にくらべて、決定的

な因子とはなっていない。

２．各地域の扇状地の分布条件

　集水域面積１００km2以上の流域における扇状

地をもつ割合は、日本の２６％（１２３/４７４）、フィ

リピンの１２％（３２/２６６）、ニュージーランドの

１３％（３５/２６２）に対し、台湾では５８％（２９/５０）

と高い。台湾が他地域にくらべて扇状地形成に

有利になっている条件を明らかにするために、

日本、台湾、フィリピン、ニュージーランドそ

れぞれにおいて、因子ごとに各流域の総体的カ

テゴリーの平均値を求めた（Fig. ５）。気候条

件（Ⅵ）に つ い て は、日 本 で０.９２２、台 湾 で
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Fig. ５   Conditions for existence of alluvial fans in Japan, Taiwan, the Philippines and New Zealand

Roman numerals are common to those in Table １.



１.４０４、フィリピンで－１.２３２、ニュージーラン

ドで－０.６８５であり、台湾とニュージーランド

ではすべての流域がその値になり、過大評価に

なるので、示していない。

　台湾では、気候条件（Fig. ３のⅥ・４）が東

北・中央日本（Ⅵ・２）に次いで良いことがあ

げられる。ただし、前述のように気候条件その

ものが分布条件を決定しているのかどうかにつ

いては明らかではない。また、台湾では、起伏

量（Fig. ５のⅧ）の総体的カテゴリーの平均値

が大きくなっている。次いで、堆積場（Ⅶ）と

起伏比（Ⅲ）となっている。断層が走っている

流域（Ⅸ）が多いことも台湾の扇状地形成を有

利にしている。

Ⅴ．おわりに

　太平洋西縁変動帯（日本、台湾、フィリピン、

ニュージーランド）では、集水域面積１００km2

以上の１,０５２流域のなかで、２１９流域が扇状地を

もっている。この扇状地の存否・分布に対する

９因子（集水域面積、山間盆地の面積、起伏比、

集水域地質、火山の有無、気候条件、堆積場、

起伏量（隆起量）、断層の有無）の関与の度合

を判別分析によって求めた。その結果、以下の

ことが明らかになった。

　１）扇状地の存在に対して、とくに有利な条

件は、起伏量２２００m以上（日本の隆起量１０００m

以上に相当）、気候条件が東北・中央日本、同

台湾、同北海道、堆積場が平野、同盆地となっ

ていることである。とくに不利な条件は、気候

条件がフィリピン東部、同西部、ニュージーラ

ンド、堆積場が外海、同内湾、面積１００km2以

上の山間盆地の存在となっている。

　２）カテゴリーの数も考慮した扇状地の分布

に対しては、堆積場、気候条件、起伏量（隆起

量）が大きく関与している。ついで、断層の有

無、起伏比、集水域地質が関与している。

　３）扇 状 地 を も つ 割 合 は、日 本 の２６％

（１２３/４７４）、フィリピンの１２％（３２/２６６）、ニュ

ージーランドの１３％（３５/２６２）に対し、台湾で

は５８％（２９/５０）である。台湾と他地域の扇状地

の分布の違いを大きく左右している因子は、気

候条件のほか、起伏量（隆起量）、堆積場、起

伏比の順となっている。
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Dominant Factors for the Distribution of Alluvial Fans

in West Circum-Pacific Mobile Belt

Kyoji SAITO

Keywords：alluvial fan, distribution, west circum-Pacific, mobile belt, discriminant analysis

Japan, Taiwan, the Philippines and New Zealand in west circum-Pacific mobile belt have 219 

rivers with alluvial fans of larger than 2km2 among 1,052 drainage basins of areas larger than 

100km2. By use of discriminant analysis, the dominant factors for the distribution of alluvial fan 

were determined to be the sedimentary environment, climatic type, relative relief indicating uplift 

rate among nine factors, that is drainage basin area, intermontane basin area, relief ratio, geology of 

drainage basin, existence of volcano, climatic type, sedimentary environment, relative relief, and 

existence of fault.




